
令和6年12月10日作成
問合せ先　小山市役所資産税課家屋係
TEL：0285-22-9434

条文（地方税法） 適用対象 取得時期等の制限 特例内容 適用期間 必要書類

第349条の3第2項 ガス事業用資産 平成29年4月1日以降
最初の5年　価額を1/3
その後の5年　価額を2/3

取得後10年 ・ガス事業法に基づく許可証の写し

第349条の3第3項 農業協同組合等共同利用設備 なし 価額を1/2 取得後3年
・補助金申請書の写し
・補助金交付決定通知書の写し

第349条の3第27項 家庭的保育事業用設備 なし 価額を1/2 （わがまち特例） 期限なし
・認定書の写し
・施設平面図の写し

第349条の3第28項 居宅訪問型保育事業用設備 なし 価額を1/2 （わがまち特例） 期限なし
・認定書の写し
・施設平面図の写し

第349条の3第29項 事業所内保育事業用設備 なし 価額を1/2 （わがまち特例） 期限なし
・認定書の写し
・施設平面図の写し

附則第15条第2項第1号
公共の危害防止施設等
（水濁法第2条第2項又は第3項）

令和 6年4月1日から
令和 8年3月31日まで

価額を1/2 （わがまち特例） 期限なし
・特定施設設置（変更）届出書の写し
・処理過程（処理フロー）図の写し
・該当部図面の写し

附則第15条第2項第2号
公共の危害防止施設等
（廃掃法第8条第1項）
※ごみ処理施設

令和 6年4月1日から
令和 8年3月31日まで

価額を1/2 期限なし

・事業許可証の写し
・施設設置許可証の写し
・処理過程（処理フロー）図の写し
・該当部図面の写し

附則第15条第2項第3号
公共の危害防止施設等
（廃掃法第8条第1項）
※一般廃棄物最終処分場

令和 6年4月1日から
令和 8年3月31日まで

価額を2/3 期限なし

・事業許可証の写し
・施設設置許可証の写し
・処理過程（処理フロー）図の写し
・該当部図面の写し

附則第15条第2項第4号
公共の危害防止施設等
（廃掃法第15条第1項）
※産業廃棄物処理施設

令和 6年4月1日から
令和 8年3月31日まで

価額を1/3 期限なし

・事業許可証の写し
・施設設置許可証の写し
・処理過程（処理フロー）図の写し
・該当部図面の写し

課税標準の特例の対象となる償却資産及び必要書類一覧

※一部抜粋のため下記以外にも課税標準の特例の適用があります。詳しくは地方税法第349条の3、及び地方税法附則第15条、第16条の2、第56条、第63条、第64条をご確認ください。

※必要書類は小山市に申告される方向けに提示したものであり、他自治体に申告される方は該当自治体の指示に従って頂くようお願いいたします。

1 / 2 ページ



令和6年12月10日作成
問合せ先　小山市役所資産税課家屋係
TEL：0285-22-9434

条文（地方税法） 適用対象 取得時期等の制限 特例内容 適用期間 必要書類

課税標準の特例の対象となる償却資産及び必要書類一覧

※一部抜粋のため下記以外にも課税標準の特例の適用があります。詳しくは地方税法第349条の3、及び地方税法附則第15条、第16条の2、第56条、第63条、第64条をご確認ください。

※必要書類は小山市に申告される方向けに提示したものであり、他自治体に申告される方は該当自治体の指示に従って頂くようお願いいたします。

附則第15条第25項第1号

再生可能エネルギー発電設備
イ）太陽光（1,000kw未満） ※自家消費型のみ対象
ロ）風力（20kw以上）
ハ）地熱（1,000kw未満）
ニ）バイオマス（10,000kw以上20,000kw未満）

令和 6年4月1日から
令和 8年3月31日まで

価額を2/3 （わがまち特例） 取得後3年

【太陽光】
・再生可能エネルギー事業者支援事業費補助金実施計画概要の
写し
・同補助金交付決定通知書の写し

【太陽光以外】
・再生可能エネルギー発電計画認定通知書
・電力需給契約書の写し

附則第15条第25項第2号

再生可能エネルギー発電設備
イ）太陽光（1,000kw以上） ※自家消費型のみ対象
ロ）風力（20kw未満）
ハ）水力（5,000kw以上）

令和 6年4月1日から
令和 8年3月31日まで

価額を3/4 （わがまち特例） 取得後3年

【太陽光】
・再生可能エネルギー事業者支援事業費補助金実施計画概要の
写し
・同補助金交付決定通知書の写し

【太陽光以外】
・再生可能エネルギー発電計画認定通知書
・電力需給契約書の写し

附則第15条第25項第3号

再生可能エネルギー発電設備
イ）水力（5,000kw未満）
ロ）地熱（1,000kw以上）
ハ）バイオマス（10,000kw未満）

令和 6年4月1日から
令和 8年3月31日まで

価額を1/2 （わがまち特例） 取得後3年
・再生可能エネルギー発電計画認定通知書
・電力需給契約書の写し

【賃上げの表明がない場合】
令和5年4月1日から
令和7年3月31日まで

【賃上げの表明がない場合】
価額を1/2

【賃上げの表明がない場合】
取得後3年

【賃上げの表明がある場合】
(1)令和6年3月31日までに取得した設備
令和5年4月1日から
令和7年3月31日まで

(2)令和6年4月1日以降に取得した設備
令和6年4月1日から
令和7年3月31日まで

【賃上げの表明がある場合】
価額を1/3

【賃上げの表明がある場合】
(1)令和6年3月31日までに取得した設備
取得後5年

(2)令和6年4月1日以降に取得した設備
取得後4年

・先端設備導入計画申請書の写し
・先端設備導入計画認定書の写し
・工業会等による仕様等証明書の写し

【賃上げの表明をする場合】
・従業員へ賃上げ方針を表明したことを証する書面

※所有権移転リース取引若しくは所有権移転外リース取引によ
りリース会社が申告する場合は、下記書類も追加
・リース契約書の写し
・公益社団法人リース事業協会が確認した固定資産税軽減計
算書の写し

附則第15条第44項

先端設備導入計画認定設備
・機械及び装置 （160万円以上／台・基）
・工具器具及び備品 （30万円以上／台・基）
・建物附属設備 （60万円以上／台・基）
※中古資産を除く
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